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PLR構築に向けた学習ログ標準化
とユースケースの整理に関する実証
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2022年2月25日

公募テーマ：

D. ｢学習ログ利活用｣ の実現に関するテーマ
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1.背景と目的（1/2）

• GIGAスクール構想により児童生徒一人一台環境の実現が進む
中で、蓄積される｢学習ログ｣が効果的に利活用されることが望ま
れる

• 文部科学省では上記について「教育データの利活用に関する有
識者会議」を設置し、“教育データの利活用に係る論点整理
（中間まとめ）案”を示したが、学校設置者を中心とする
公教育データの公教育内での利用に係る内容が主となっている

• また、活用されるデータについては、学習eポータルに集約されるデ
ータが基本とされているが、そこで定義されているデータ粒度で利
用用途に耐えうるかなどの議論が十分に行われていない
– xAPIやIMS等の国際規格では、どのようにデータをやり取り
するか？は定まっているが、EdTech事業者のデータが実際
に活用されるためには、データ粒度を含めたより具体的な水
準での標準化を検討することが重要

背景 目的

• 公教育(一部民間教育含む)でのデー
タ利活用について、その利用用途も踏
まえた上でのデータ粒度等に関する定
義が行われ、意味のある活用ができる
状態になっており、その定義は今後PLR
の要件定義へと活用される

最終的な目的
• 最終的に
達成したい
状態

｢学習ログ｣活用モデルの検証
• 公教育(一部民間教育含む)での｢学習ログ｣

の有効活用に向けて、学校現場等の意見を
取り入れながらデータの有効的な活用モデル
の検証を行う

• 活用モデルに応じたデータ定義を行い、今後
のPLRの要件定義へと生かせる状態とする

• 校務系データと「学習ログ」の連携による発展
的な活用についても検証を行う

• 活用モデルの普及に向けての課題の洗い出し
及び課題解決に向けての方向性の検証

本実証の目的
• 上記に向け、
本実証で
開発・検証
したいこと
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1.背景と目的（2/2）
• 現状、教育データ利活用は、学習eポータル標準によって集約されるデータの活用が軸として検討がなされているが、実際には各レイヤーでの活
用用途が十分に検討されないままに、データ標準化が先行して行われている。そのため本来活用したい活用用途に、集約されるデータが耐えら
れない可能性が高い

• 一方で教科学習系アダプティブ教材の保有データは、海外と比較しても粒度の細かいデータを保有しており、教育データの利活用を考えた場合
には、①アダプティブ教材データの標準化が行われるべきであると考える
– 尚、ここでいうデータ標準化は、データのやり取りの方法はIMS等の国際規格に則ることとし、あくまでどのような内容のデータを、どのような粒
度で標準化して収集するべきか？という具体的なデータの中身の検討を指す

• また、合わせて、下図のように3段階あるデータについて②それぞれのデータがどの活用用途を実現しうるかの検証がなされるべきである

アダプティブ
教材系
標準データ



4

2.実施体制・実証フィールド (実証自治体・実証校)

事業受託者：合同会社LinkAll
• 責任者 ：神野元基 (代表取締役)

再委託先：株式会社COMPASS
• 責任者 ：櫻井寛之(営業企画部
部長)

• 運営サポート ：木川俊哉(未来教育部 部長)

再委託先：個人
• 運営担当 ：金澤浩

実施体制 実証フィールド

公立学校・私立学校の教員
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3.実施内容

狙い 取組み内容 期待される成果

データ活用モデルの検証 学習データの活用モデル構築に向けた検
証

実際に各レイヤーのデータ粒度/項目に基
づいて実現可能なUI/モックアップ及び活
用モデルを、教育委員会、学校（私立公
立）、（学習塾）と共同で構築する

教育委員会、学校（私立公立）、（学
習塾）での有効性の高い活用モデル案が
構築されること

活用の有効性については定量・定性アンケ
ート等を実施するとともに、実証期間内で
可能な範囲で実データを使った検証を行う

活用に関する有効性と実施に向けての課
題等の整理が行われること

学習データの活用モデルに合わせたデータ
定義の実現（PLRの要件定義への活
用）

上記の活用モデルに必要となるデータ項目
/粒度などの検証を行う。また、他社教材
などでの実現性についても可能な範囲で検
証を行う

活用モデルに基づくデータ定義（PLR構築
に向けた基本定義）を行う
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4. 本実証で得られた成果のまとめ

達成したい状態内容
実際の達成度
（1/31時点）

改善/発展の方向性

❶公教育での「学習ログ」
活用に関するモデル案の
策定および課題の洗い
出し

● 公教育(一部民間教育
含む)でのデータ利活用
に関するモデル案を提示
していること

● 実現に向けた課題および
課題解決の方向性を示
せていること

✔ 学習eポータル3社のデ
ータ保有状況を調査

✔ ドリル教材3社のデータ
保有状況を調査

✔ 上記1. 2.のユースケー
スを分析した上でデータ
利活用モデルの仮説構
築

✔ ヒアリング実施による仮
説検証、課題抽出

● 学習eポータル3社のデータ保有状況にはバラつ
きあり、2社のデータの活用余地は限定的。
他1社は学習時間データも収集、将来的には教
科/単元/問題/回答/正誤/学習時間によりダッ
シュボード管理を実現できる可能性が潜在

● ドリル３社保有のデータからは、評価に活用し得
る可能性のあるデータ（習熟度）を取得できる
が、問題の難易度や習熟に関する基準が各社
基準であるため横並びで活用するためには、それ
らを評価基準と照らし合わせて一定の基準を作
る必要あり

● データ連携により、“評価基準の設定⇒学習目
標の設定⇒学習計画の立案⇒活動の振り返り
と評価⇒成績の保持“という、これまで通知表を
中心に行われてきた活動を、代替し得る可能性
のあるユースケースが考えられる

❷公教育での「学習ログ」
の活用に係るデータ粒
度/必須項目のガイドラ
イン案

● 活用に向けて必要となる
データの粒度、必須項目
の洗い出しができているこ
と

● 普及に向けた他デジタル
教材との連携の実現性
に関する仮説を提示する
こと
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4. 成果の詳細：
学習eポータルにおける既存連携教材との連携データ

ログの種類 X社 Y社 Z社

児童・生徒のコンテンツ利用回

数
〇 〇 ―

児童・生徒のコンテンツ利用履

歴
〇 ― ―

児童・生徒のポータル利用回数 ― 〇 ―

児童・生徒のポータル利用履歴 〇 ― ―

児童・生徒のコンテンツ取り組み

時間
― ―

〇

（学習情報や正答数

など含む）

教員のコンテンツ利用回数 〇 ― ―

集計単位 児童生徒/クラス/学校 児童生徒/クラス/学校 児童生徒

• X・Y社はコンテンツとのデータ連携がなくコンテンツ起動回数のみの把握に留まり活用用途は限定されるものと思われる
• Z社は教科/単元等と関連付けた学習時間データを収集しているため2社と比較して学習量を測る上では有用であるが、学習の質を測るという
ことは現段階では難しい

データ活用主体 活用方法

①学習者 コンテンツ利用回数だけでは、自身の学習内容（学習量や学習の質）を把握

することができないため、実態としては活用の用途がなく、各コンテンツの学習履歴

機能等を利用している。

②教員 コンテンツ利用回数だけでは、児童・生徒の学習内容（学習量や学習の質）を

把握することができないため、実態としては活用の用途がなく、各コンテンツのLMS

を利用している。

③学校管理者 クラス間でのポータル利用回数の比較により、端末利用率の把握に活用すること

ができる。また、コンテンツ間での利用回数の比較により、コンテンツ利用率を把握、

コンテンツの有用性判断に活用する。

④教育委員会 学校間でのポータル利用回数の比較により、端末利用率の把握に活用すること

ができる。また、コンテンツ間での利用回数の比較により、コンテンツ利用率を把握、

コンテンツの有用性判断に活用する。

コンテンツ毎の利用回数データの活用可能性
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4. 成果の詳細：
教科学習系サービス（ドリル）の保有データ

A社 B社 C社

スタディ・ログの単位 複数の問題をまとめた単位 複数の問題をまとめた単位 問題単位

コンテンツメタ 教科/単元 学年/教科/単元/教材/レベル 学年/単元/問題

取り組み日(時) 12/10 13:15 2021/12/10 12/10 13:15

取り組み時間 5分 5分 30秒

正誤系 ドリルの問題数/正当数/正答率 初回点数、最終点数 正誤/正答率

やり直し系 解きなおし問題数 リトライ回数 ―

単元習熟度 ドリルの問題数/正当数/正答率 初回点数、最終点数 A、B、C、D

その他 ― ― 問題に紐づく学習概念のスコア

• ３社が提供するサービスが保有するデータには、単元情報と取り組み問題数・時間、正誤などが含まれており、評価等に活用し得る可能性が
ある

• 一方で問題の難易度や習熟に関する基準が各社基準であるため、習熟度等を同一サービス内での比較による相対評価はかのうであるが、複
数サービスを通して絶対評価を行うためには、搭載問題等を評価基準と照らし合わせて一定の基準を作る必要あり
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4. 成果の詳細：
データ利活用に関する仮説

評価基準の設定
(教員)

目標の設定
（児童生徒）

学習計画の設定
（児童生徒）

活動の振り返り
（児童生徒/保護

者）

評価
（教員）

評価の持ち運び
（児童生徒）

デジタル教科書/AIドリル/MEXCBT/協働学習ソフト等の

コンテンツデータ

デジタル教科書/AIドリル/MEXCBT/協働学
習ソフト等のスタディログ

PDS

データを活用した
新たな評価プロセス

• 教科学習系サービスで取得できるデータの特徴を生かし更に他のサービスと連携することで、“データを活用した新たな評価プロセス”をユースケースとし
て考える

• この評価プロセスには以下の要素が含まれる

• 評価基準の開示：現状あいまいに行われている評価を行うにあたっての基準が示される

• 評価基準に対する目標設定：評価基準に対して児童生徒自身が主体的に目標設定を行う

• (学習計画の設定)：単元内自由進度学習等を行っている場合、自身で目標に基づいて学習計画を立案

• 活動の振り返り：設定した目標に対する進捗/達成状況等をリアルタイムに確認しながら、学びと振り返りを行き来する

• 評価：活動の蓄積から評価を行う、児童生徒は自身の進捗/達成状況を逐次確認できているため評価に対する齟齬がない

• 評価データの持ち運び：活動の蓄積された評価情報はPDS等に格納し児童生徒が自由に活用できる
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生徒 教員保護者

①評価基準の作成

教員は蓄積されたデータと評
価基準を照らし合わせて評
価を行う

④学習活動と評価(生徒)

③ 学習計画の作成と振り返り

4. 成果の詳細：
データを活用した新たな評価プロセス

生徒は自ら学習計画を立
て，AIドリルや協働学習ツ
ールで学習したデータやテス
ト結果等がが蓄積される

保護者は生徒が立てた
目標や活動の成果をリ
アルタイムで確認するこ
とができる

②授業計画の作成

④学習活動と評価(先生)
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4. 成果の詳細：
画面イメージ① 評価基準の作成
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4. 成果の詳細：
画面イメージ② 授業計画の作成
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4. 成果の詳細：
画面イメージ③ 学習計画の作成と振り返り
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4. 成果の詳細：
画面イメージ④ 学習活動と評価(先生)
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4. 成果の詳細：
画面イメージ④ 学習活動と評価(生徒)
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4. 成果の詳細：仮説構築ヒアリング実施結果（1/3）目的

学習データの活用
モデル構築に向けた検証
（教材学習データと
評定業務との連携）

仮説

● 教材の学習データを連携させることで、
より客観的かつ定量的な評定が可能になるのではないか

● 評定に必要な情報が適時かつ容易に参照できることで、
評定業務の効率を高められるのではないか

客観性

効率性

● 教材の学習データをリアルタイムに連携させることで、
○ 進捗管理/共有が可能になるのではないか
○ 学習者に対する適時なフィードバックが可能になるのではないか

適時性
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4. 成果の詳細：仮説構築ヒアリング実施結果（2/3）対象者

中学校
教師

小学校
教師

背景

● 英語教諭
● 先端的な実践活動を踏まえた連携に関する仮説

を保有

所属

● 関東地方私立中学校

● 理科教諭
● 高校の担任を持ち、高校・中学の相違点/類似点

をご理解
● 関東地方私立中学校

● 高学年を担任
● 教師経験年数は浅く、業界内に飛び込んだばかり

の視点を保有
● 関西地方公立小学校

● 中学年を担当
● 中堅に差し掛かり、地方公立学校の現状に対する

視点を保有

● 関東・関西以外の
公立小学校

W先生

Z先生

W先生

Z先生
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4. 成果の詳細：仮説構築ヒアリング実施結果（3/3）
可能性

● 「知識・技能はテスト結果が一元的に参照できると評点がつけやすい。
結局はテストで見るので」（X先生）

● 「非認知スキルの見える化や日々の成長の記録が重要」「自由進度学
習でも、計画させ実行している姿を見れて主体性として評価はできる」
「短時間でも毎日コツコツ蓄積した学習を成績として反映できると良
い」（W先生）

● 「知識・技能は当然として、主体性など見えにくい学びを数値化し声掛
け出来ると動機づけになる」（X先生）

● 「教材の問題回答数、誤答部分を教材やデジタル教科書で復習して
いるか等は主体性の参考になりそう」（Y先生）

● 「取組み時間と評価を連携・自動化できるとわかりやすい。」「成績のう
ちのある部分を参考値として表示できるだけで十分助かる」（W先
生）

● 「紙からデータ化され作業効率が上がると全体に効率がかなり上がると
思う」（Z先生）

客観性
（見える化）

効率性

（コミュニケーション
の）
適時性

課題

● 「長文読解は内容によりハードルの高さが変わるため
難しい」（W先生）

● 「定量評価しても相対評価することに矛盾を感じる。
情報連携ができたら絶対評価にすべきでは」（X先
生）

● 「相対評価の比率に当てはめる調整は毎学期大
変」（Y先生）

● 「校務システムは時間割/出欠等は使うが評価は別
管理」（X先生）「最近導入されたが学校全体に
使いこなせていない」（Z先生）

● 「働き方改革で残業も制限されコミュニケーションの
時間さえ十分に取れない。見える化する作業時間
を取れるか」（Z先生）

● 「記録を保護者への通知やコミュニケーションに利用するのが大目的」
（W先生）

● 「取り組み状況をタイムリーに保護者に伝えられると良い。」（X先生）

● 「数値化に抵抗ある保護者対しどのような見せ方を
するか」（W先生）

● 「私立の保護者は客観的説明を求める傾向がある
が、公立の保護者がデジタルな評価をどう受け止め
るか」（X先生）
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4. 成果の詳細：仮説検証ヒアリング実施結果（1/2）対象者

中学校
教師

背景

● 数学教諭
● 個人別学習計画策定/ふりかえりのサイクルを実践

所属

● 関東地方公立中学校

● 英語教諭
● 可能な限り定量的な評価を志向・実践

● 関東地方公立中学校

A先生

B先生
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4. 成果の詳細：仮説検証ヒアリング実施結果（2/2）

● 「非常に素晴らしい、授業で使用しているツールが連携して集約されれば
理想」

● 「評価基準が客観化できそう。ただし基準が不明確な先生方も実情いらっ
しゃるので反対もあるかもしれないが」

● 「個々が学習計画を立ててふりかえりをするサイクルを紙で回しているがデジ
タル化できると利便性が上がる」

● 「テスト結果の集計作業が、紙で採点⇒Excel入力⇒校務システム入力
と非常に非効率なので、テスト結果が連携されて自動で表示されるだけで
も効率は上がるので助かる」

ポジティブな
評価

実現に向けた
検討課題

● 最適な範囲は？
（対象科目、学年、家庭
学習の取り扱い他）

● あるべき設計は？
（評価設計・授業設計の
標準化））

● 運用負荷は？
（教師、児童・生徒各々
の物理的・精神的負荷をい
かに軽減できるか）

● 「教え方のパターンは複数ある。教師が指導しない自由進度、家庭学習、
教師が教える授業との併用・・・どういう授業設計が良いのか。家庭学習
はどう評価に反映するのかも考えどころ」

● 「英語のSpeakingを含め実技はこの仕組みから外すかどうか」
● 「自由学習と評価される学習との切り分けが必要では。常に評価されてい

ると自由に楽しんで学ばなくなる」
● 「全ての子どもたちが細々と計画を立てられるわけではない、意欲に乏し

い子にどう対応すべきか」

実証事業における仮説検証結果 今後検証すべき論点
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5. 自走・普及プランの仮説検証結果

自走・普及プランに関する仮説検証結果を書いてください。

• そもそも、現時点でソフトウェアの導入状況についても自治体間
で大きく差が出ている状況であるため、データ利活用以前にデー
タ蓄積をきちんと行えるかどうかが前提としての課題となる

• その上で、データ連携に基づく部分のサービスに対して対価が捻
出される必要があるが、実際に費用拠出できる自治体は多くな
いと考えられ（そのため学習eポータルは現時点で無償で提供さ
れている）、実施できるところとできないところとでは更に差が広が
るものと考えられる

• 提供方法としては、校務支援システムやAIドリルに付加される機
能としてそれらソフトウェア費用にインクルードされることも考えられ
るが、現在のそれぞれの提供がそもそも薄利で行われているため、
サービス提供の継続性としての観点でも困難と言わざるを得ない

実証事業における仮説検証結果 委託事業後の自走・普及プラン

委託事業終了後、本事業で創出したモデル事例をどのように自走・普
及するかを書いてください。

• まずは、実際のサービスを利用することで現場が価値を感じられるか
どうかを検証する必要があるため、複数の事業者と連携をして実証
を行う必要がある

• 連携先は、校務支援システム、学習eポータル、デジタル教科書、
デジタル教材、協働学習ツールなど多岐に渡るためそれぞれの領域
におけるプレイヤーの動向を把握しながら進める必要がある

• その実証結果をもとに、市場に対してのニーズ、ビジネスモデル、普
及に向けたステップなどの検討を行っていく
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6. まとめ・今後に向けた示唆

⚫ 今回の実証内容の実現のためには前述した通り、校務支援システム、学習eポータル、デジタル教科書、デジタル教材、協働学習ツールな
ど多岐に渡る連携が必要となるため、それぞれの領域におけるプレイヤーの動向を把握しながら進める必要がある

⚫ また、実現に向けては各領域における標準化等を行っていく必要があるが、標準化には一定の時間を必要とするため標準化に向けた活動
と並行して、スモールでの実証や連携を通して、実際の現場での検証を積み重ねていく必要性が高い

⚫ 並行して、教育データの取り扱いについては、法令に則ったセキュアなデータ利活用のあり方を専門家等と連携しながら推進するのが必須と
なる


